
 

防犯カメラ・防犯システムレンタル利用規約 
防犯カメラ・防犯システムレンタル利用規約（以下利用規約）にはお客様（以下、「甲」といいます）が、システム提供

者、インフィパワー合同会社（以下、「乙」とします）は、乙が提供する防犯カメラ・防犯システム（以下、「本システム」

という）を利用するにあたっての規範が明記されていますので、よくお読みいただいたうえで、乙の提供するサービス

をご利用ください。 

第一条（目的） 

乙は、甲に対し、本システムを貸与し、甲は本システムを利用するものとします。 

第二条（利用料） 

本システムの利用料は、乙が運営するオンラインショップ又は見積書に記載の金額とします。 

①支払方法は、甲の選択した方法とします。口座振替を選択した場合、振替手数料は甲の負担とします。 

②返却時の機材送料は甲の負担とします。 

第三条（契約期間） 

本システムの利用契約期間は、利用開始希望日から申し込みプランの期間とします。 

第四条（本システムの管理） 

甲は本システムを、善良なる管理者の注意をもって使用し保管するものとします。 

①本システムの所有権は乙に帰属します。 

②甲は本システムについて、第三者への譲渡、賃貸、貸与、担保に供してはなりません。 

第五条（本システムへの対応） 

乙は、本システムのメンテナンスを行う責めを負わないものとします。以下の、各号は甲の負担とします。 

1. 甲の要求により、行われたメンテナンス費用及び交通費 

2. 甲の故意又は過失により生じた、本システムの不具合に係るメンテナンスに伴う費用 

3. 汚れ、気象現象、動植物等による、本システムの正常な動作を阻害する 原因となる事象の除去 

4. 本システムが正常に動作しているかの確認 

5. システム障害時の電源管理 

6. 故障・不具合発生時の交換作業とその費用 

第六条（故障・紛失） 

本システムの自然消耗による、機材故障時の機材費用は原則として乙の負担とします。機材交換に伴う人件費、

工事費等は、甲の負担とします。但し、以下の各号は甲の負担とし、乙は以下の各号による機材の損害1台あた

り機材の販売価格を甲に請求するものとします。 

甲は、乙に保証料を支払っている場合に限り、契約期間中1回まで以下の各号も乙の負担とします。 

1．天災・事故・盗難・過失による、自然消耗以外の機材故障と紛失。但し、盗難・紛失時は警察への届け出の

無い場合、乙は保証の責を負いません。 

第七条（通知義務） 

甲は会社所在地、電話番号、社名等の情報に変更が生じた場合速やかに乙に書面により通知することとします。 

第八条（権利義務の譲渡禁止） 

甲は、事前に乙の書面による合意なくして、本契約上の権利義務の全部又は一部を第三者に譲渡もしくは担保

に供してはならないものとします。 

第九条（秘密保持） 

甲は、本契約の履行にあたり、乙より提供された技術上の情報又は営業上の情報を第三者に開示または漏洩し

てはなりません。また、本システムの封印を外し、分解することはなりません。 

第十条（解約） 

甲及び乙は、本システム取付日より契約期間を超えた利用において、相手方に対する電子メール又は書面によ

り3 日以上前の予告をすることにより、本契約を解除することができます。 

第十一条（途中解約） 

甲は、途中での契約を解除する場合は、電子メール又は書面による予告をし途中で契約を解除することができま

す。但し、契約日数が残っている場合は、残り契約期間利用料×0.5 の違約金を甲は、乙に支払うものとします。 

第十二条（契約の延長） 

甲は、利用契約期間の延長を希望する場合、契約期間終了日の3日前までに乙に契約期間延長をを申し出て、

延長日数分相当の利用料を乙に支払うことで契約期間を延長することができるものとします。 

 



 

第十三条（延滞） 

甲は乙に事前の許可なく契約期間終了日の翌日までに返送手続きを行わなかった場合、契約期間終了日の翌

日から返送手続きが行われるまでの間、1日あたり当該商品のレンタル料に110%を乗じた金額の延滞料金を乙に

支払うものとします。支払方法は乙の指定する銀行口座への振替のみとし、振替手数料は甲の負担とします。 

第十四条（解除及び期限の利益喪失） 

甲又は乙が以下の各号のいずれかに該当したときは、相手方は催告及び自己の債務の履行の提供をしないで

直ちに本契約又は個別契約の全部又は一部を解除することができます。なおこの場合でも損害賠償の請求を妨

げません。 

①本契約又は個別の契約一つにでも違反したとき 

②災害、戦争、労働争議等、利用規約又は、個別契約の履行を困難にする事項が生じたとき 

③その他、資産、信用又は支払能力に重大な変更を生じたとき 

④相手方に対する詐術その他背信的行為があったとき 

第十五条（反社会的勢力の排除） 

(1)甲又は乙は、反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構

成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴集団、その他 これらに準ずる者を

いいます。以下に同じ）に該当し、又は、反社会的勢力と以下の各号の一つにでも該当する関係を有することが

判明した場合には、何らの催告を要せず、本契約を解除することができます。 

①反社会的勢力が経営を支配していると認められるとき 

②反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 

③自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者損に害を加える目的をもってするなど、

不当に反社会的勢力を利用したと認められるとき 

④社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど関の与をしていると認められるとき 

⑤その他役員等又は経営に実質的に関与している者が、反社会的力勢と社会的に非難されるべき

関係を有しているとき 

(2)甲又は乙、は第三者を利用して以下の各号の一にでも該当する行為をした場合には、何らの催告を要せず、

本契約を解除することができます。 

①暴力的な要求行為 

②法的な責任を超えた不当な要求行為 

③取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

④風説を流布し、偽計又は威力を用いて信用を棄損し、業務を害妨する行為 

⑤その他前各号に準ずる行為 

(3)甲又は乙は、第１項に該当しないことを確約し、将来も同項若しくは第２項各号に該当しないことを確約します。 

(4)甲又は乙は、本条各項の規定により本契約を解除した場合に、損害が生じてもは何らこれを賠償し補償するこ

とは要せず、また、かかる解除により損害が生じたときはその損害を賠償するものとします。 

第十六条（特記事項） 

乙は以下の、各号の責めを負わないものとします。 

(1)本契約の解除又は本契約の解約時又は本システムの移設時の、本システム撤去後に残った取り付け痕、設

備等の原状回復について 

(2)本システムの故障、その他不具合が生じ本システムが停止した場合、その間に甲が犯罪被害、  その他事故

等にあった場合も、甲は乙にその損害を請求することはできないものとします。 

(3)本システムに起因する、事故、災害等による損害 

(4)モバイルネットワーク及びサーバーシステムの障害による、本システムの動作障害 

(5)携帯のLTE電波又は他のネットワークを利用してインターネットに繋がり、端末装置等とルータ及び本製品間で

情報のやり取りを行うため、インターネットから自由に本製品に接続が可能であるという利点がありますが、セ

キュリティに関して、以下のような問題が発生する可能性があります。  

• 通信内容が盗視される  

悪意ある第三者が、電波を故意に傍受し、 ID やパスワード等の個人情報、メールの内容等の通信内容を

盗まれる可能性があります。  

• 不正に侵入される  

悪意ある第三者が、無断で本システムへアクセスし、個人情報や機密情報を取り出す（情報漏洩）、 特定の

人物になりすまして通信し、不正な情報を流す（なりすまし）、傍受した通信内容を書き換えて発信する（改ざ

ん）、 コンピュータウィルスなどを流しデータやシステムを破壊する（クラッキング） などの行為をされてしまう

可能性があります。  

 

 



 

本来、ルータや本システムは、これらの問題に対応するためのセキュリティを持っていますので、セキュリティに関

する設定を行って製品を使用することで、これらのリスクは軽減できますが、セキュリティの完全性を保証するも

のではありません、この点を十分に理解した上で、お客様自身の判断と責任において製品を使用することをお奨

めします。 

第十七条（著作権） 

本システムを利用し、撮影されたデータのすべての著作権は乙に帰属するものとします。但し、甲は乙の許可無く

撮影データを自由に利用できるものとします。 

第十八条（管轄裁判所） 

甲及び乙は、本契約又は個別契約に関し裁判上の紛争が生じたときは、横浜地方裁判所を専属的合意管轄裁

判所とすることに同意します。 

第十九条（協議解決） 

本契約に定めのない事項、又は本契約の解釈について疑義が生じたときは、甲乙誠意をもって協議のうえ解決

します。 
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